
○神奈川県警察有線通信運用規程 

(平成 17年 7月 11日神奈川県警察本部訓令第 18号) 

改正 平成 18年 3月 24日神奈川県警察本部訓令第 10号 平成 19年 3月 27日神奈川県警察本部訓令第 6号 

平成 23年 6月 27日神奈川県警察本部訓令第 7号 平成 29年 9月 29日神奈川県警察本部訓令第 24号 

平成 31年 3月 26日神奈川県警察本部訓令第 1号 令和元年 6月 17日神奈川県警察本部訓令第 9号 
 

神奈川県警察有線通信運用規程を次のように定める。 

 神奈川県警察有線通信運用規程 

目次 

第 1章 総則(第 1条－第 10条) 

第 2章 有線通信 

第 1節 交換室(第 11条－第 13条) 

第 2節 加入電話(第 14条・第 15条) 

  第 3節及び第 4節 削除 

第 5節 雑則(第 29条) 

第 3章 警察通報用電話(第 30条－第 32条) 

第 4章 有線通信施設の新設等及び臨時設置(第 33条－第 35条) 

第 5章 有線通信施設の事故報告及び機能点検(第 36条－第 38条) 

附則 

 

第 1章 総則 

(趣旨) 

第 1条 この訓令は、別に定めのあるもののほか、神奈川県警察における警察有線通信

(以下「有線通信」という。)の正常かつ能率的な運用を図るため、必要な事項を定める

ものとする。 

(用語の意義) 

第 2条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 有線通信施設 有線通信を行うための装置及び機器をいう。 

(2) 交換室 電話交換装置及び交換取扱者の総体をいう。 

(3) 警察電話番号簿 警察庁発行の警察電話番号簿(本部版及び署版)及び神奈川県警

察本部発行の電話番号簿をいう。 

(4) 所属 神奈川県警察の組織に関する規則(昭和 44年神奈川県公安委員会規則第 2

号)に定める神奈川県警察本部(以下「警察本部」という。)各部の分課及び附置機

関、市警察部、相模方面本部、サイバーセキュリティ対策本部、神奈川県警察学校

並びに警察署をいう。 



(総括責任) 

第 3条 警察本部長は、神奈川県警察における有線通信の運用に係る管理について総括す

る。 

(有線通信統制官) 

第 4条 警察本部に、有線通信統制官を置く。 

2 有線通信統制官は、総務部総務課長(以下「総務課長」という。)をもって充てる。 

3 有線通信統制官は、有線通信の正常かつ能率的な運営を保つため、通信統制を行うほ

か、次に掲げる業務を行う。 

(1) 有線通信利用方法の適否の審査 

(2) 有線通信がふくそうしている場合における有線通信の宰領等 

(3) その他有線通信の使用管理に関し必要な事項 

4 有線通信統制官は、必要と認めるときは、あらかじめ指定する者に統制業務を代行さ

せることができる。 

(非常措置) 

第 5条 有線通信統制官は、天災、事変その他の非常事態又は有線通信施設の重大な障害

が発生し、又は発生するおそれのある場合は、警察電話による有線通信を制限し、又

は拡張するなど必要な措置(以下「非常措置」という。)を講ずるものとする。 

2 有線通信統制官は、非常措置を講ずる必要があると認めたときは、関東管区警察局神

奈川県情報通信部長と緊密な連携を保つものとする。 

3 非常措置の実施要領については、別に定める。 

(管理責任者) 

第 6条 所属の長(以下「所属長」という。)は、管理責任者として、所属に設置され、又

は配置された有線通信施設の管理を行う。 

(管理主任者) 

第 7条 所属長は、有線通信機器の適正な管理と円滑な運用を図るため、管理主任者を指

定するものとする。 

2 管理主任者は、有線通信機器を直接管理するため、有線通信の業務に従事する者を指

導監督し、有線通信機器の適正な管理及び効果的な運用に努め、有線通信の円滑な疎

通を図らなければならない。 

(使用基準) 

第 8条 有線通信は、神奈川県警察職員(以下「警察職員」という。)が警察の責務を遂行

するため必要な事項をその内容としたものでなければならない。 

2 警察職員は、有線通信の正常かつ能率的な運営を妨げるような態様で使用してはなら

ない。 

(部外使用) 



第 9条 警察本部長は、前条第 1項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる者であって警

察電話を適正に使用することができると認めるものに対し、警察電話を使用させるこ

とができる。 

(1) 国又は地方公共団体の職員であって、警察と緊密な連絡を要する職にある者 

(2) 電気、ガス、輸送、通信その他の公益的事業を営む法人の職員であって、警察の

責務の遂行に当たって緊密な連絡を要する職にある者 

(3) 前 2号に掲げる者のほか、警察の責務の遂行に当たって警察と緊急又は緊密な連

絡を要する者 

(秘密の保持) 

第 10条 有線通信を使用する者又は使用した者は、有線通信の秘密を保持しなければな

らない。 

第 2章 有線通信 

第 1節 交換室 

(交換室の呼称) 

第 11条 交換室の呼称は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 警察本部の交換室 本部交換室 

(2) その他の交換室 交換室にそれぞれの所属名を冠する。 

(交換室の事務) 

第 12条 交換室は、次の各号に掲げる事務を行う。 

(1) 警察電話と警察電話以外の電話との間で行う有線通信の接続 

(2) 第 4条第 3項に規定する通信統制により発信の規制を受けている警察電話から他

の警察電話への有線通信の接続 

(3) 第 5条第 1項に規定する非常措置が講じられた場合における必要な措置の実施 

(4) 警察電話番号その他警察電話の使用についての案内 

(通話の交換方式) 

第 13条 通話の交換方式は、次のとおりとする。 

(1) 自動即時扱い 発信者が電話番号により電話機等を操作して、着信者の電話機又

は着信交換室に接続する交換方式 

(2) 手動即時扱い 交換室が電話の申出を受け、直ちに接続を行う方式 

2 県内通話の交換方式は、自動即時扱い及び手動即時扱いとする。 

第 2節 加入電話 

(加入電話の使用) 

第 14条 警察施設に設置されている加入電話は、警察電話によって通話することができ

ない場合に限り使用することができる。 

(加入電話への接続) 

第 15条 警察電話から加入電話へ通話する場合は、自動即時扱い通話とする。 



2 前項の場合において、自動即時扱い通話ができないときは、交換室へ申し込むものと

する。 

第 3節 削除 

第 16条から第 22条まで 削除 

第 4節 削除 

第 23条から第 28条まで 削除 

第 5節 雑則 

(警察電話番号簿) 

第 29条 警察電話番号簿(以下「番号簿」という。)は、警察本部にあっては庶務係長(庶

務係がない所属にあっては企画係長とする。)が、警察署にあっては警務係長が管理す

るものとする。 

2 番号簿を管理する者は、次に掲げる業務を行う。 

(1) 番号簿を受領し、配布先を定めること。 

(2) 警察庁発行の番号簿が変更され、その原稿を受領した場合は、原稿各ページの右

上欄外に簿冊番号を記入して配布すること。 

(3) 番号簿の紛失等を防止するため、保管状況等を常に点検すること。 

(4) 自所属において、記載内容の変更が生じた場合は、変更内容を各所属に通知する

こと。 

第 3章 警察通報用電話 

(警察通報用電話の種類) 

第 30条 警察通報用電話(以下「110番等」という。)の種類は、次のとおりとする。 

(1) 110番 加入電話、公衆電話、携帯・自動車電話、簡易型携帯電話、非常通報装

置等から犯罪等の緊急通報を受けるため、通信指令室(神奈川県警察組織規程(昭和 5

3年神奈川県警察本部訓令第 5号)第 14条に規定するものをいう。以下同じ。)に設

置されている電話 

(2) 警電 110番 警察電話から緊急通報を受けるため、通信指令室に設置されている

電話 

(通報の処理) 

第 31条 地域部通信指令課長は、前条に規定する 110番等の通報を受理したときは、別

に定めるところにより措置するものとする。 

(非常通報装置の設置承認) 

第 32条 第 30条第 1号の非常通報装置の設置承認等の手続は、別に定める。 

第 4章 有線通信施設の新設等及び臨時設置 

(新設等) 



第 33条 所属長は、有線通信施設の新設、増設、移設、変更及び廃止の必要があるとき

は、速やかに有線通信施設の新設等申請書(第 6号様式)により総務課長を経て警察本部

長に申請するものとする。 

(有線通信施設の臨時設置) 

第 34条 所属長は、警察電話、加入電話等を臨時に設置する必要があるときは、その申

請について前条の規定を準用する。ただし、突発事案の発生その他緊急を要するとき

は、電話等により申請し、事後速やかに有線通信施設の新設等申請書を送付するもの

とする。 

2 前項の規定による臨時設置の期間は、別に定める。 

(部外使用電話の申請) 

第 35条 所属長は、第 9条に規定する部外使用に関する警察電話(以下「部外使用電話」

という。)の新設等をする場合にあっては部外使用電話の新設等申請書(第 7号様式)に

より、移設をする場合にあっては部外使用電話の移設申請書(第 8号様式)により総務課

長を経て警察本部長に申請するものとする。 

2 所属長は、毎年度、使用状況を確認し、引き続き使用する場合は、部外使用電話の更

新申請書(第 9号様式)により、毎年 4月末日までに申請するものとする。 

第 5章 有線通信施設の事故報告及び機能点検 

(有線通信施設の事故報告) 

第 36条 所属長は、有線通信施設に亡失、破損等の事故があったときは、速やかに電話

により総務課長を経て警察本部長に報告するとともに、応急の措置を講ずるものとす

る。 

2 前項の措置を講じた所属長は、有線通信施設事故報告書(第 10号様式)によりその状況

を報告するものとする。 

3 警察職員は、有線通信施設に異常があることを知ったときは、所属長を経て有線通信

統制官に報告するものとする。 

4 有線通信統制官は、有線通信施設の異常の報告を受けた場合は、関東管区警察局神奈

川県情報通信部機動通信課長(以下「機動通信課長」という。)と緊密な連携を保ち対応

するものとする。 

(有線通信施設の機能点検) 

第 37条 所属長は、必要と認める場合は、管理主任者に有線通信施設の機能点検を行わ

せ、異常があることを知ったときは、有線通信統制官を経て機動通信課長に連絡する

ものとする。 

(細目的事項) 

第 38条 この訓令の施行に関し必要な細目的事項は、別に定める。 

附 則 



1 この訓令は、公布の日から施行する。 

2 神奈川県警察通信運用規程(昭和 52年神奈川県警察本部訓令第 1号)は、廃止する。 

附 則(平成 18年 3月 24日神奈川県警察本部訓令第 10号) 
 

この訓令は、平成 18年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 19年 3月 27日神奈川県警察本部訓令第 6号) 
 

この訓令は、平成 19年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 23年 6月 27日神奈川県警察本部訓令第 7号) 
 

この訓令は、平成 23年 7月 1日から施行する。 

附 則(平成 29年 9月 29日神奈川県警察本部訓令第 24号) 
 

この訓令は、平成 29年 10月 1日から施行する。 

附 則(平成 31年 3月 26日神奈川県警察本部訓令第 1号) 
 

この訓令は、平成 31年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和元年 6月 17日神奈川県警察本部訓令第 9号) 
 

1 この訓令は、令和元年 7月 1日から施行する。 

2 改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使用する

ことができる。 

第 1号様式 削除 

第 2号様式 削除 

第 3号様式 削除 

第 4号様式 削除 

第 5号様式 削除 

第 6号様式(第 33条、第 34条関係) 

有線通信施設の新設等申請書 

[別紙参照] 

第 7号様式(第 35条関係) 



部外使用電話の新設等申請書 

[別紙参照] 

第 8号様式(第 35条関係) 

部外使用電話の移設申請書 

[別紙参照] 

第 9号様式(第 35条関係) 

部外使用電話の更新申請書 

[別紙参照] 

第 10号様式(第 36条関係) 

有線通信施設事故報告書 

[別紙参照] 



第６号様式（第33条、第34条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

発第  号   

年  月  日   

 

   警察本部長 殿 

（ 所 属 長 ）   

 

有線通信施設の新設等申請書                

設 置 場 所  

新設、増設、移設、 

変 更 、 廃 止 の 別 
 

種 別 及 び 個 数  

理 由  

完 了 希 望 年 月 日  

設 置 場 所 の 略 図 別添のとおりとする。 

 備考 １ 臨時設置の場合は、「完了希望年月日」欄に設置期間を記入すること。 

    ２ 設置場所の略図を添付すること。 

    ３ 建物の新築又は移転の場合は、設置場所の略図のほかに建物付近の略図を添

付すること。 



第７号様式（第35条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

発第  号   

年  月  日   

 

   警察本部長 殿 

（ 所 属 長 ）   

 

部外使用電話の新設等申請書                

申 請 区 分 新設 ・ 増設 ・ 変更 ・ 廃止 ・ その他（   ） 

回 線 数  

端 末 種 類  

設 置 場 所  

理 由  

工事希望日 年    月    日（    ） 

設 置 場 所 

担 当 者 
 

主管課担当者  

添付書類等  

 



第８号様式（第35条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

発第  号   

年  月  日   

 

   警察本部長 殿 

（ 所 属 長 ）   

 

部外使用電話の移設申請書                

 

 １ 現設置場所（建物所在地） 

 

 

 ２ 新設置場所（建物所在地） 

 

 

 ３ 回線内訳 

電話番号 端末種別 使用者 現設置場所 新設置場所 備  考 

      

      

      

 ４ 理由 

 

 

 ５ 工事希望日 

 

 

 ６ 設置場所担当者 

 

 

 ７ 主管課担当者 



第９号様式（第35条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

発第  号   

年  月  日   

 

   警察本部長 殿 

（ 所 属 長 ）   

 

部外使用電話の更新申請書                

設 置 場 所 回線数 電話番号 備     考 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 主管課担当者  

 



第10号様式（第36条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

発第  号 

年 月 日   

 

警察本部長 殿 

 

（ 所 属 長 ）   

 

 

有 線 通 信 施 設 事 故 報 告 書                

 

事 故 種 別 亡失 （ 盗難 ・ 紛失 ） 破損 その他（   ） 

発 生 日 時  

発 生 場 所  

発 見 者  

事 故 原 因 者  

機 種 名  

破 損 箇 所 

程 度 等 
 

事 故 の 状 況  

刑 事 責 任 有  ・  無 
事故に対す

る措置又は

弁償 

有  ・  無 

民 事 責 任 有  ・  無 

 


